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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１１日（月）  

質問順位 １番  

質 問 者 議席番号 １５番 竹 花 邦 彦 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 障がい者（児）福

祉の課題と取り組

みについて 

第５期障がい者福祉計画・第１期障がい児福祉計画

が策定されたが、障がい理解が十分ではない現状も明

らかになっている。「ノーマライゼーションの実現」や

障がい者とともに生きるまちづくりの実現に向け、宮

古市の障がい者（児）福祉施策に係る次の課題について

伺う。 

① 障害者差別解消法施行から２年が経過したが、こ

れまでの市の取り組みと評価を伺う。 

② 障がい児の実態調査では、相談先や福祉サービス

等の情報など相談支援窓口の充実と対応が課題とな

っている。障がい者（児）の相談ニーズに対応した相

談支援窓口の体制充実に向けて、課題点と今後の対

応を伺う。 

③ 障がい者の社会参加と自立を図るためには、障が

い者雇用の促進と就労支援の取り組みが重要となっ

ている。これまでも、福祉・労働（雇用）・教育分野

の連携等を含め障がい者雇用促進について提言して

きたところであるが、当市における障がい者雇用と

就労の実態について伺う。併せて、雇用促進を図る上

で、課題点は何か示されたい。 

また、法定雇用率引上げに伴う当市の対応（自治体

雇用）を伺う。 

④ 聴覚障がい者の手話通訳者派遣要望に対する対応

の現状と課題点、派遣利用の拡大に向けた今後の方

策を伺う。 

 

２ 会計年度任用職

員制度について 

昨年５月、地方公務員法及び地方自治法の一部改正

により、一般職非常勤職員である会計年度任用職員の

規定が新設され、手当等の支給も可能となった。ついて

は、2020年４月の制度施行へ向けた市の検討状況等に

ついて、次の点を伺う。 

① 会計年度職員制度の条例化の時期等、今後のスケ

ジュールについての考え方を伺う。 

② 総務省は速やかな実態調査の実施を通知している

と聞くが、当市における臨時、非常勤職員の任用根拠

や業務内容、勤務条件等の把握はできているのか伺

う。 

③ 会計年度職員制度への移行見込み、給与・休暇等勤
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務条件の見直しの方向性と検討状況を伺う。 

④ 自治体にとって会計年度職員制度に係る財源確保

も大きな課題となるが、地方財政計画に必要な財源

を盛り込むよう、市長会を通じて国に要請すべきで

あると考えるがどうか。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１１日（月）  

質問順位 ２番  

質 問 者 議席番号 ９番 橋 本 久 夫 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 宮古市総合防災

ハザードマップに

ついて 

今年10年ぶりに改訂されたという、総合防災ハザー

ドマップが全戸配布となった。住民からの声や反応は

どのように上がってきているのか。以下の点について

伺う。 

① 10年前に作られたマップは、先の東日本大震災や

台風10号災害でどのように活用されていたか。その

さまざまな検証の結果、今回の改訂版につながった

ものか。 

  更新する上で残されている課題はあるか。外国語

版もあるが、全体的な反応はどうか。 

② 今回のこれらのデータは、平成 16 年の岩手県のシ

ミュレーションを基に作成したとあるが、その後、調

査等は行われているか。また、ワークショップでの住

民らの意見も反映されているのか。 

③ 配布しただけでなく今後どのように市民に周知し

ていくのか。住民説明会（勉強会）が必要なのではな

いか。 

④ 住宅の背後地が土砂災害危険区域となっている住

民から「著しい危害が生じるおそれがある区域」との

表記に対して、どのような危険が生じるのか不安の

声が上がっている。何かあれば自己責任なのか。ハー

ド整備も検討すべきと考えるが、それらの対策はあ

るのか。 

⑤ 安全確保行動指針を示した「気づきマップ」「逃げ

どきマップ」というものもあり、全国でも活用の事例

があるが、今回の宮古市のマップにはこうした対応

の内容は反映されているか。 

 

２ 公園の整備につ

いて 

① 応急仮設住宅があった場所の公園の再整備が進め

られているが、まだ子どもたちの姿が見えない。それ

らの公園に戻ってきていない感じがする。現況の全

体整備状況、遊具等の設置状況はどのような状況か。 

  今後、時代ニーズにあった遊具、健康増進に関わる

器具設置などが求められるのではないか。また、障が

い者も使用できるトイレ整備と少子高齢化社会に伴

うこれからの公園整備や方向性のあり方についてど

のように考えているのか伺う。 

② 防災機能を持つ公園計画の考えはないか。 
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③ 歴史文化資料等が設置されている大杉神社境内青

葉遊園を港が見える公園としてきちんと再整備でき

ないか。ここを拠点に「鍬ヶ崎文化の小径」構想につ

なげたい。 

④ 同じく港が見える公園として磯鶏地区港湾周辺

に、あらためて避難公園としての高台公園の整備を

する考えはないか。宮古市東日本大震災地区復興ま

ちづくり計画の中には、越田山の整備があったが、現

在は避難路の整備に留まっている。その理由と、今後

の方向性について伺う。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１１日（月）  

質問順位 ３番  

質 問 者 議席番号 １９番 藤 原 光 昭 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 高齢者に運賃補

助などの優遇制度

を 

 高齢者人口は、年々増加の一途を辿っている。高齢者

ドライバーによる事故が増えている現状を踏まえ、運

転免許証の返納を促しつつ、高齢者の外出を後押しす

る取り組みをすべきと考える。 

 通院や買い物の移動手段、社会参加する機会など生

活するうえで公共交通は、より一層必要不可欠となる。 

 安全で暮らしやすいまちづくりのためにも、運転免

許証を持たない 75 歳以上の市民を対象にバス、タクシ

ー券を助成するなど、外出しやすい環境の整備が必要

と考えるが、見解を伺う。 

 

２ コンパクトシテ

ィを巡る問題につ

いて 

 人口減少が進む中、コンパクトシティ的発想のまち

づくりを行う場合、中心部と集約される周辺部の双方

に利益がある形にしないと一極集中では、なかなか難

しいと思う。 

 また、周辺部の既存集落においても、公共交通サービ

スの維持、充実など、必要に応じて引き続き良好な生活

環境を確保するための施策を講じることは重要であ

る。 

 地域維持、振興のためには、財政面のほか人材育成、

ノウハウの支援に取り組む必要がある。その要として

総合事務所機能の強化は必要不可欠と考えるが、見解

を伺う。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１１日（月）  

質問順位 ４番  

質 問 者 議席番号 １番 白 石 雅 一 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 部活動指導員制

度について 

国では、学校におけるスポーツ、文化、科学などの

部活動に係る技術的な指導員として、部活動指導員制

度を平成 29 年４月１日より施行している。 

そこで以下の点について伺う。 

① この制度が施行され１年が経過したが、宮古市と

しての取り組みの現状はどのようになっているか。 

② 部活動指導員制度がもたらす効果として、教員の

長時間勤務の一因とされる部活動の負担軽減が挙げ

られているが、市ではこの制度を実施することで、ど

のような効果を期待しているか。 

③ 部活動指導員の任用にあたっては、学校設置者及

び所属することとなる学校において、研修を実施す

ることになっている。 

この研修計画の策定にあたっては、専門家の意見

を聞き、様々な先進事例を参考に策定すべきと考え

るがどうか。 

④ この制度は、子どもたちのスポーツ・文化活動環境

の充実を図るためのものと考える。 

  さらなる充実のためには、地域と保護者の理解と、

現在学校で外部指導者として指導を行っている方や

体育協会、総合型スポーツクラブやスポーツ少年団、

生涯学習のリーダーバンクや芸術文化協会など、

様々な分野で活動を行っている方々との協力が必要

不可欠であると思うがどうか。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１１日（月）  

質問順位 ５番  

質 問 者 議席番号 ５番 小 島 直 也 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 林業の振興につ

いて 

豊かで広大な森林を有する本市において、林業の振

興は重要な施策ですが、林業を取り巻く環境は厳しい

状況にあります。このような中、私が注目しているの

は、北海道下川町の取り組みです。土地面積の 90％を

森林が占める同町は、循環型森林経営システムを構築

し、持続可能な森林経営に取り組んでいます。町有林

は、すべて FSC 森林認証を受け、町内の製材工場から出

される木屑を燃料にして公共施設に木質バイオマスボ

イラーを導入するなど先駆的な施策を行っており、本

市の参考になるのではないかと考えますが、市長の見

解を伺います。 

 

２ 地域包括ケアシ

ステムの深化・推進

について 

私は、平成26年９月定例会での一般質問において、高

齢化による2025年問題への対応策として「市民を巻き

込んだ協力体制が必要であり、その呼びかけを行政が

担うべき。」と提言し、市長からは「自助、共助、公助、

これらを自分たちができる範囲の中でやりながら、住

みよいまちになるようなまちづくりを目指して頑張り

たい。」との答弁をいただいているところです。 

この度、策定された「いきいきシルバーライフプラン

2018」の中では「地域の中での支え合いづくり」が重点

課題として挙げられていますが、この４年間で具体的

にどのような働きかけを行ってきたのか伺います。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１２日（火）  

質問順位 １番  

質 問 者 議席番号 １６番 落 合 久 三 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 果樹・花きを地域

特産品として育成

することについて 

市は、第一次産業である農林漁業の振興、中でも後継

者育成事業を進めてきており、漁業の分野では一定の

事業展開と成果を収めつつある。その一方で、農林業は

これからという段階と認識するが、果樹と花き栽培に

関しては一定の実績を上げている生産者も存在してい

る。 

人口減に歯止めをかける最善策は、仕事・雇用の場の

創出による収入の確保である。成果を上げている生産

者や農業改良普及員などの英知と経験を生かし、宮古

地方の新たな特産品開発のレールづくりを行政主導に

より検討することは意義あることだと思うがどうか。 

 

２ 災害公営住宅の

軽減措置について 

今年３月31日現在、宮古市の災害公営住宅入居世帯

数は550世帯であり、そのうち家賃低減対象世帯数は

434世帯と聞く（県建築住宅課調べ）。過日新聞報道な

どで「収入超過世帯の家賃急騰」などが報じられ、入居

者の不安が一気に広がった。県は低所得者の家賃軽減

策と高額所得者の家賃上限額の抑制策を打ち出し、宮

古市もそれに倣っている。 

 そこで、以下の点について伺う。 

① 「県の低減策と同様にする」としているが、災害公

営住宅の家賃軽減を具体的に示されたい。 

② 軽減策は市条例、規則などの策定・改定で具体化す

べきものと思うが、現時点でどのような検討がされ

ているか示されたい。 

③ 家賃軽減対象世帯にその軽減策をどのように周知

徹底するか示されたい。また、入居者の「申請」を待

つだけではなく、市からも案内、周知を促進すべきだ

と思うがどうか。 

 

３ 「若者定住促進住

宅」の創設と若者向

け住宅家賃軽減に

ついて 

復興事業が終息を迎え、かつ人口減が予測されてい

る。市も議会も若者が定住するまちづくりの施策を抽

出し、取り組みが始まった段階である。 

 そこで、若者定住促進の課題である住宅政策につい

て、市長に次の点を伺う。 

① 若者向けの公営住宅を創設する必要があると思う

がどうか。 

② 若者が宮古市内で働くため、市内の民間住宅・アパ

ートに入居する場合、その家賃の一部を期限付きで
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支援することも大きな意味を持つと考える。具体化

を検討すべきだと思うがどうか。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１２日（火）  

質問順位 ２番  

質 問 者 議席番号 １３番 坂 本 悦 夫 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 中心商店街（末広

町）の活性化につい

て 

 

 商店街の衰退が止まらない。それぞれの地方が、今、

独自の活性化策を講じ、元気なまちを復活させようと

再生に取り組んでいるが、再生は口で言うほど簡単で

はない。 

 コンビニエンスストアの品揃えの多様化やネット通

販の普及で買い物のあり方も変化している。既存の事

業者の保護も大事だが、目指すべきは少子高齢化に備

えたまちとしての機能強化ではないか。 

 そこに暮らす人々の満足度や安心感が最大になるや

り方は何か。そういう観点から柔軟に考えて行くべき

だ。 

 そこで、次の点について伺う。 

① 2006 年に改正中心市街地活性化法が施行され、内

閣総理大臣が中心市街地活性化基本計画を認定する

制度が発足した。認定を受ける市街地の整備、商業の

活性化等のために手厚い交付金や税制優遇措置など

の支援を受けることができるようになった。認定に

向けて今日まで手を挙げなかった理由について伺

う。 

② 中心商店街の役割や現状をどう見ているのか。課

題は何か伺う。 

③ 中心商店街に面する閉鎖店舗が解体撤去されて、

空き地、駐車場となり、空洞化が進んでいる。やる気

のある若者や女性に起業の場として貸すなど、まち

の新陳代謝を促す施策があるのか伺う。 

④ 長年にわたる宮古市の課題である末広町の街路整

備事業（都市計画道路）について、来訪者が安心して

買い物ができるよう、早期に歩行安全な道路に整備

すべきだ。所見を伺う。 

 

２ 障がい児保育に

ついて 

 新制度では障がい児が保育所を利用する場合、ほか

の子ども達と同様に、保育の必要性の認定を受けなけ

ればなりません。 

 しかし、保育の必要性の認定基準は保護者側の事由

を基にしており、障がいの有無など子ども側の事由は

考慮されていない。これは従来の入所要件でも同じだ。

子どもの障がいの状態から集団保育が必要であっても

保護者が就労していなければ、保育所に入所できず問
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題だ。 

 一方で保育所入所要件を柔軟に適用して、保護者が

就労していなくても、障がい児の保育所保育を認めて

いる自治体もある。保護者の就労などの事由に限定せ

ず、子どもに障がいがある場合も、保育の必要性を認め

るようにすべきと思う。所見を伺う。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１２日（火）  

質問順位 ３番  

質 問 者 議席番号 ７番 熊 坂 伸 子 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 職場のハラスメ

ント対策について 

近年、自治体・民間企業を問わず、ハラスメント（パ

ワーハラスメント、セクシャルハラスメント等）問題の

認識が高まり、その対策が強く求められています。 

特にパワーハラスメントについてはメンタル障害か

ら自殺に至るケースもあり、大きな問題となっていま

す。 

ハラスメント問題への対応としては、起きてしまっ

てからの対応以上に、予防策・防止策が重要です。宮古

市役所ではハラスメントが起こらない働きやすい職場

を、どのようにして作っていこうとされているのか伺

います。 

 

２ 空き家・空き店

舗・空き地対策につ

いて 

宮古市内各所でも空き家が増加しています。全国ど

こでもそうですが、2025 年には団塊の世代が 75 歳以上

の後期高齢者となり、相続や廃業に伴う空き家・空き店

舗・空き地がさらに大量に発生すると見込まれていま

す。 

 また、商店主の高齢化と後継者不足を反映してシャ

ッターを下ろしたままの商店、あるいはビルの空きテ

ナントなども増加しています。 

空き家・空き店舗・空き地等の増加は防犯上も問題が

あるだけでなく、景観を損ない、老朽化が進めば近隣へ

の危険も発生します。 

市長の目指すコンパクトシティの実現に向けて、こ

れらの問題解決は時間をかけて計画的に取り組む必要

があると認識しますが、今後の長期的な展望について

市長の見解を伺います。 

 

３ 宮古市のエネル

ギー政策について 

宮古市では、「森・川・海」の自然資源とコミュニテ

ィの強い絆を生かして、再生可能エネルギー資源を有

効に活用するために、災害に強いクリーンな再生可能

エネルギーを地産地消型で有効利用するスマートコミ

ュニティを目指しています。また、木材などのバイオマ

ス資源を活用して電気・熱・燃料等を生産するブルーチ

ャレンジプロジェクトを立ち上げるなど、積極的なエ

ネルギー政策を取っています。 

これからの低成長・人口減少社会において、自治体が

自ら事業を起こし、収益を市民の福祉向上のために生

かしていくことが求められると考えますが、これらの
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エネルギー政策がその端緒となる可能性や意欲につい

て、市長の見解を伺います。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１２日（火）  

質問順位 ４番  

質 問 者 議席番号 １７番 松 本 尚 美 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 総合事務所の強

化を 

私はこれまで、地域内分権が前提でありますが、総合

事務所を拠点として、地域力、市民力のスキルアップを

図り、地域課題を抽出し、その課題の対応策を地域別に

取りまとめ、再生計画を策定し実施すること。また、地

域協議会を発展的に、仮称ですが地域づくり協議会に

改組、刷新する必要性を提案してきました。ところが市

は、現行の協働推進条例に基づく提案事業制度で十分

に地域が活性化、再生できる。市全域が一体的に発展、

活性化できると、提案を全否定しています。 

 市は合併後13年、その検証もしない。新しいまちづく

りの財源である合併特例債の発行残額全てを庁舎建設

に注ぎ込み、頼みは合併に伴い調達が認められた過疎

債。何ら全体も、地域別にも見えないコンパクトなまち

づくりを進める。「森、川、海」と人が共生する安らぎ

のまちの将来像の実現には、現状で十分と言い切って

います。 

 幹線道路の直線化、合併により地域崩壊が速まって

いる現実が私には見えますし、復興経済の縮小の影響

をひしひしと身近に感じます。復興バブルの崩壊が目

の前に迫っています。フェリーの就航、豪華客船の寄港

等光が当たっている分野には期待する事は当然であり

ますが、一方で光が当たらない地域、現状から目をそら

してはなりません。 

 現状の取り組みで十分とする根拠として、実績、成

果、実効性を説明願います。 

 

２ 新道の駅設置に

ついて 

昨年９月の定例会一般質問も含め、幹線道路整備後

の交通量の変化を見越し、経済、情報発信の拠点として

整備検討を早急にすべきと提案してきました。 

具体的には、宮古道路松山インター線の都市計画決

定時においては、縦貫道の左岸以北の延伸が見えない

ので、工業用地の確保を前提として､白地区域の規制を

提案しました。また、震災直後にマースの再建計画があ

った段階では、金浜地区、盛岡への横断道を、西道路の

整備と合わせ事業化が見えた段階では松山インター線

地区と区界施設の移転を。広域連携も含め、サービスエ

リアの設置をしない三陸国道事務所の確認情報を伝え

ながら提案をして参りました。 

 



- 15 - 

こうした経緯にもかかわらず、回答は全て否定され

ました。現状施設の「なあど」は年間28万人の利用があ

る。区界は市の施設の方向性が未定で、県との協議、検

討が必要である。今後の道路利用者の動向を把握しな

がら、必要に応じて検討したい、という見解でありま

す。 

 火を見るより明らかな、休憩施設、情報発信施設、経

済拠点施設である道の駅の位置が、現状で十分と判断

している市長、幹部職員の思考感覚、分析能力を疑わざ

るを得ません。私の感覚、提案が低レベルで、聞くに及

ばないとするものでしょう。 

現状で十分対応できるという根拠について、私にも

理解できる説明を願います。 

３ 行財政改革につ

いて 

合併特例の算定替えによる交付税の減額が始まり、

中期財政見通しにおいても厳しい財政運営が迫ってい

ます。復興優先の中で事務事業評価による行政コスト

の削減等は停滞しています。 

地域再生、地方創生を図るためには投資的経費、財源

を確保し、新たな施策の展開を実施し続けなければな

りません。行財政改革は不断の取り組みが前提であり

ますが、市長は投資的経費、財源の確保について何ら示

していません。 

当然にお考えの事と思いますので、今後の財政運営

の見通し、行財政改革について、市長の見解を伺いま

す。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１３日（水）  

質問順位 １番  

質 問 者 議席番号 ４番 畠 山   茂 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 公共施設再配置

計画について 

現在、市内の公共施設の多くが、老朽化による更新時

期を迎えつつあり、これに加えて人口減少による利用

者の減少やニーズの変化、合併の影響による地域間の

機能重複やサービス水準の差なども課題となっていま

す。 

こうした課題を解決するために、市は「公共施設再配

置計画」（以下、計画）を策定しましたが、計画の着実

な実行は、市民への公共サービスの維持と、健全な財政

の維持に欠かせないものと考えます。そこで、以下の点

を伺います。 

① 実施計画では、公共施設の将来更新費用の削減目

標として、「今後 40 年間の公共施設の更新費用を、

49％（年間 22.5 億円）削減する。」ことを掲げ、イン

フラを除く普通建設事業費を、年間 16.2 億円と見込

んでいます。現在のところ、具体的な計画の実行性が

見えてきませんが、現状と今後の実行見通しを伺い

ます。 

② 計画では「サービス廃止や長寿命化」による最大限

の対策を図っても、毎年の予算不足が予想され、2040

年以降は年間 30 億円から 50 億円必要な時期があり

ます。将来的な財政見通しについて伺います。 

③ 少子高齢化と人口減少社会を迎え、将来的な公共

施設と市民サービスのあり方が問われています。特

に、自治会では高齢化や役員担い手不足など、コミュ

ニケーション維持が課題となってきています。計画

には集会施設の地域移管の方針が示されています

が、今後の運営と将来的な大規模改修や建替え経費

支援のあり方を伺います。 

④ 公共施設見直し後の不用施設の活用が全国的な課

題となっています。特に、当市は廃校施設が多く、長

年、未活用のまま放置された施設が散見され、度々、

議会でも取り上げられています。また、文部科学省も

「みんなの廃校」プロジェクトを立ち上げ活用支援

に取り組んでいます。改めて廃校施設の現状の課題

と、今後の活用方針を伺います。 

⑤ 将来的に人口減少や財政縮小の観点から、一つの

方法として公共施設の広域連携による相互利用の考
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え方が出てきています。当市においても新しい道路

網や公共交通機関の整備、情報通信技術の発展によ

り、周辺自治体と図書館やスポーツ施設などの公共

施設の共有化を図り、相互に経費削減と利用者の利

便性向上を検討する時代に来ていると思います。こ

うした状況の変化が、今後の公共施設再配置計画に

反映される可能性があるか、市の見解を伺います。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１３日（水）  

質問順位 ２番  

質 問 者 議席番号 ２０番 田 中   尚 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 国民健康保険事

業について 

 ４月から事業主体が市町村から都道府県単位に移行

し、市は県が示した「納付金」を国保税として徴収し、

県に納めることになったが、広域化への市長の見解等

を伺う。 

① 「国保広域化」への是非と、その判断理由は。 

② 「広域化」に伴う懸念材料と、その対策は。 

 （子育て世帯の均等割り減免、法定外繰入による税の

引き下げ等） 

③ 国民皆保険の主柱ともいうべき国保事業のあるべ

き姿は。 

 

２ 公共交通網の整

備課題について 

 自動車産業優先の交通政策により、国内では鉄路の

廃止等鉄道事業の縮小が進む。当市に限らず、地方鉄道

の存続に、どう向き合うかは地方都市の大きな課題と

考えるが、市長も同様の認識か等を伺う。 

 また、マイカー普及から高齢化等で増加する免許返

上者を含む高齢者の移動権確保に向けた対策を伺う。 

① 国の交通政策への認識は。 

② 旧国鉄の分割・民営化に伴う地域公共交通への影

響は。 

③ ＪＲ山田線や三セク鉄道の維持・存続と、その対

策は。 

 （「リアス線」の経営存続に向けた取り組み、中でも

ＪＲからの交付金基金が財源の学割費助成は期間

限定型になっている。軌道など鉄道施設の今後の

維持・強化策は。） 

④ バス、タクシー等を利用するデマンド交通の実現

は。 

 （通院、買い物等日常生活の維持に必要な新しい交通

手段の創設は。） 

 

 

 


